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第二次富士市地域公共交通計画
の策定について

－第２回 富士市公共交通協議会－

令和８年８月３１日（月）
富士市 都市整備部 都市計画課
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公共交通は、日常生活に必要不可欠
な「移動」をするために必要な

1つのツールです。
富士市では、自動車で移動する方が
とても多いですが、過度に自動車に

依存せずに、将来に渡って公共交通が
持続可能なものとして

維持・確保していくことが大切だと
考えています。
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説明の流れ説明の流れ

計画策定のポイント１．

現行計画の内容２．

現行計画の評価等３．

現状診断４．

課題の抽出５．

今後のスケジュール６．

２3
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１．計画策定のポイント１．計画策定のポイント

策定の背景
策定方針
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策定の背景策定の背景

 「富士市地域公共交通計画」は、地域公共交通活性化・再生法に基づ
き策定する法定計画です。

 公共交通ネットワーク全体を一体的に形作づくり、持続させることを目的に、
「青写真」として策定したものであり、地域公共交通の目指す姿を示し、そ
の実現に向けた道筋を示す指針のことです。

 令和3年3月に当初策定した「富士市地域公共交通計画」が、令和8年
度末に計画期間の満了を迎えることから、次期計画となる「第二次富士
市地域公共交通計画」を策定します。

 次期計画の策定にあたっては、国が示す
「地域公共計画のアップデートガイダンス」
等に従い、作業を進めています。

１
策定の背景

２5
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策定の背景策定の背景１

平成26年度

平成27年度
（2015年）

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和 元 年度

令和 2 年度
（2020年）

令和 3 年度

令和 4 年度

令和 5 年度

令和 6 年度

令和 7 年度
（2025年）

令和 8 年度

令和 9 年度

令和 10 年度

令和2年における法改正では、
地域公共交通ネットワークの形
成に加え、「地域における輸送
資源の総動員」による持続可能
な地域の旅客運送サービスの提
供を推進していくことが狙い。

法制度の変遷 富士市の取組

平成26年の法改正のテーマは
「ま ち づく りと の 連携 」と
「ネットワークの形成」であり、
この2つは、本市がかねて（初
版策定時）から最も重要視して
きたポイント。

「地域公共交通の活性化及び
再生に関する法律」の改正

平成20年度に策定した「富士市地域公共交通総
合連携計画」により、「まちづくり」と「ネット
ワーク」の２つをキーワードに、公共交通の振興
に向けた「青写真」を描き、富士市における公共
交通の活性化・再生を総合的、一体的かつ効率的
に推進。

「地域公共交通の活性化及び
再生に関する法律」の改正

「富士市地域公共交通計画」
策定（初版）R3.3

利用者の利便増進に資する事業の具体化

計画の実行性を高めるため、
実施予定事業の詳細を記載「第二次富士市地域公共交通計画」

策定 R9.3（予定）

「富士市地域公共交通計画」
改定 R5.2

「富士市地域公共交通利便
増進実施計画」策定 R5.2

「富士市地域公共交通利便
増進実施計画」改定 R8.3

４
年
間

（

）

計
画
期
間

【法制度の変遷と富士市の取組・計画】
上位・関連計画

「富士市地域公共交通計画」
改定 R8.3

令和13年度末までの5年計画として策定

「第六次富士市総合計画」
【前期】策定 R4.3

「静岡県地域公共交通計画」
策定 R6.3

「第三次富士市都市計画マス
タープラン」策定Ｒ6.3

「富士市立地適正化計画」
改定Ｒ6.3

「岳南都市圏都市交通マス
タープラン」策定 Ｈ31.2

２6

「第六次富士市総合計画」
【後期】策定 R9.3予定
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策定方針策定方針１
策定方針
次期計画の策定にあたっては、以下の事項を踏まえて策定作業を進めます。

上位計画との整合

地域公共交通のリ・デザイン

施策や数値目標の見直し

• 当初計画を策定した令和3年3月以降に、策定または改定された上位
計画である「第六次富士市総合計画」や「第三次富士市都市計画マス
タープラン」、立地適正化計画等の内容を考慮します。

• 施策や数値目標について、評価・検証を行い、自動運転など近年特に
本市が推進する取組を施策に追加します。

• 自動運転やMaaSなどデジタル技術を実装する「交通DX」、車両電動
化や再エネ地産地消など「交通GX」、官民共創、交通事業者間共創、
他分野共創の「3つの共創」を通じて、利便性・持続可能性・生産性を
高め、地域公共交通の「リ・デザイン」（再構築）を進めます。

２7
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策定方針策定方針
 当初計画策定以降に改定・策定した上位計画の内容を整合させるとともに反映

します。

１

・地域にとって望ましい地域旅客
運送サービスの姿を明らかにす
るマスタープラン

明らかにするマスタープラン

富士市地域公共交通計画

即す

両輪

・第六次富士市総合計画（令和４年３月策定）
・第三次富士市都市計画マスタープラン（令和６年３月策定）
・静岡県地域公共交通計画【静岡県】（令和６年３月策定）
・岳南都市圏都市交通マスタープラン【静岡県】（平成31年２月策定）

関連計画

上位計画

・富士市バリアフリーマスタープラン
・富士市自転車活用推進計画
・第2次富士市観光基本計画
・富士市地域福祉計画
・第三次富士市住宅マスタープランなど

富士市立地適正化計画

整合
連携

上位計画との整合 ２8
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策定方針策定方針２

◆第六次富士市総合計画
市民や事業者の皆様、行政が共通して目指すまちづくりを進めるととも
に、総合的かつ計画的に行政運営を進めるための指針を示した市の最上
位計画。

・令和4(2022)年度〜令和13(2031)年度

出典︓第六次富士市総合計画 令和4年3月 P6

▮計画期間

上位計画との整合

▮策定年度
令和４年３月策定

２9
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策定方針策定方針１

出典︓第六次富士市総合計画 令和4年3月 P99

基本目標７「快適な暮らしを続けられるまち」
において、「１ 公共交通の充実」を掲げて
おり、公共交通を集約・連携型都市づくりに
欠かせない「都市の装置」として位置付け、
官民の適切な役割分担によりその機能を持続
させることとしています。

▮公共交通に関する記載内容

上位計画との整合

▮施策の主な取組
 市民意識の啓発、環境整備などの推進
 地域の実情に応じた多様な公共交通サービス

の導入
 地域公共交通事業者への運行支援による路線

の維持・確保
 デジタル変革やバリアフリー化の促進による

利用環境の改善

２10

後期計画においても引き続き取組を推進
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策定方針策定方針１

◆第三次富士市都市計画マスタープラン

目標年次︓令和6(2024)年度〜令和27(2045)年度
基本方針︓令和6(2024)年度〜令和17(2035)年度

上位計画との整合

都市計画法第18条の2に規定されている「市町村の都市計画に関する基
本的な方針」のことであり、長期的な都市づくりの考え方の明示や都市
計画の決定・変更の際の根拠としての役割を持つ、市町村が行う都市計
画の最も基本となる計画。

▮計画期間

▮策定年度
令和６年３月策定

２11
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策定方針策定方針１

 第三次富士市都市計画マスタープランでは、本市を取り巻く社会・経
済情勢に対応するため、「定住」の視点を「居住」、「移動」及び
「安全」の視点に細分化しました。

 「移動」の視点からの都市づくりの課題としては「多様性のある移動
環境の確保」があげられ、その目標として「多様な交通手段により移
動しやすい都市」を掲げています。

 全体構想における「都市交通の基本方針」として、以下のとおり「基
本的な考え方」を示している。

▮公共交通に関する記載内容

出典︓第三次富士市都市計画マスタープラン 令和6年3月

上位計画との整合 ２12
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策定方針策定方針１

◆静岡県地域公共交通計画

上位計画との整合

人口減少や新型コロナウイルス感染症等の影響により、厳しい状況に置
かれている地域公共交通の維持、活性化を目的として、「地域公共交通
の活性化及び再生に関する法律」に基づき、これまでの計画に無い考え
方を取り入れた持続可能で利便性の高い公共交通サービスを利用者に提
供するために静岡県が策定。

令和6(2024)年度〜令和10(2028)年度（5年間）
▮計画期間

▮策定年度
令和６年３月策定

▮計画区域
静岡県全域

▮計画の構成
将来、目指す姿（ビジョン編）と、
そのビジョンを実現するための5年間で取り組むべ
き計画（プラン編）で構成

２13
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策定方針策定方針１

出典︓静岡県地域公共交通計画 令和6年3月 P108,109

上位計画との整合

静岡県の地域公共交通における“将来、目指す姿”については、「“ふじの
くに”デジタル田園都市」と掲げ、将来、目指す姿とその具体化イメー
ジとして、“持続可能な社会を支える公共交通”と“誰もが移動に困らない
質の高いサービスの提供”としている。

▮計画の概要

２14
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策定方針策定方針
◆岳南都市圏・都市交通マスタープラン

１

岳南都市圏都市交通マスタープランは、岳南都市圏（富士市、富士宮
市）の将来を見据えた交通体系のあり方を提案する総合的な交通計画。
平成18年度に策定した前回計画から10年が経過し、都市圏の交通を取り
巻く環境が大きく変化したことから、パーソントリップ調査等を実施し、
新たな都市交通マスタープランを策定。

上位計画との整合

平成31(2019)年度〜令和17(2035)年度（概ね20年後）
▮計画期間

▮策定年度
平成３１年２月策定

▮対象地域
岳南都市圏（富士市・富士宮市）

▮策定主体
岳南都市圏総合都市交通計画協議会

２15
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策定方針策定方針１

都市交通マスタープラン（総合都市交通計画）はパーソントトリップ調
査などを踏まえ、現状及び将来にわたる都市交通の課題に対応するため
に関係機関が共同で策定する都市圏交通の将来ビジョン。
概ね20年後の都市圏将来像を見据えた交通体系（公共交通や自動車、徒
歩・自転車）のあり方を提案している。

▮計画の概要

出典︓岳南都市圏総合都市交通体系調査報告書 平成31年2月 P39

上位計画との整合 ２16
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策定方針策定方針１

◆富士市立地適正化計画
立地適正化計画は、市街化区域において都市機能や居住地を一定のエリ
アに緩やかに誘導し、効率的な施設の配置や適切な人口密度の維持によ
り、生活利便性を確保するための計画。人口減少時代においても、暮ら
しの質を維持し、多様な暮らしを実現するために、都市づくりの方針
（ターゲット）を「暮らしの質を維持する集約・連携型都市づくり」と
定め、その実現に向けて14の施策を展開。

関連計画との連携

令和6年(2024)年度〜令和27(2045)年度（概ね20年後）
▮計画期間

▮策定年度
平成31年２月当初策定、令和６年３月改定

２17
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策定方針策定方針１

出典︓富士市集約・連携型都市づくり推進戦略改訂版 令和6年3月 P15,23

基本方針4に「公共交通によるまちなかと地域生活拠点の強固な連携」
を掲げ、具体的な誘導施策として「公共交通結節点の機能強化」「新た
な公共交通サービスの導入」「公共交通の利便性向上」を展開していま
す。

▮公共交通に関する記載内容

関連計画との連携 ２18
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策定方針策定方針１

地域公共交通は大変厳しい状況に置かれているため、交通事業者のみな
らず、地域の関係者が連携・協働（共創）し、地域ぐるみで支えていく
ことが重要です。そこで、以下の取組を通じて、地域公共交通の利便
性・生産性・持続可能性を高める取組です。

地域公共交通のリ・デザイン

◆地域公共交通のリ・デザインとは

①官民共創・
交通事業者間共創・
他分野共創の「3つの共創」

②自動運転やMaaSなど
デジタル技術を実装する「交通DX」

③車両電動化や
再エネ地産地消など「交通GX」

２19
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策定方針策定方針１

出典︓国土交通省HP 令和6年3月

地域公共交通のリ・デザイン ２20

10



21/64

２．現行計画の内容２．現行計画の内容

計画の概要

22/64

計画の概要計画の概要
富士市地域公共交通計画

２

富士市地域公共交通計画は、地域公共交通の活性化と再生を目的とした
法定計画。この計画は、公共交通ネットワーク全体を一体的に形作り、
持続させるための「青写真」として位置づけられています。具体的には、
公共交通の充実を図り、地域・行政・交通事業者が協働して事業を推進
することを目指している。

令和3(2021)年度〜令和8(2026)年度（6年間）
▮計画期間

▮策定年度
令和３年３月当初策定、令和5年2月改定、令和８年３月改定

※改定は、ともに地域公共交通利便増進事業の位置付け、または
より実効性のある事業への見直しによるもの。

▮対象地域
都市計画区域

２22
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計画の概要計画の概要２

出典︓富士市地域公共交通計画／令和8年3月改定 P4,5

「まちづくり」と「ネットワーク」の2つのキーワードに、旧計画であ
る「富士市地域公共交通総合連携計画」を発展的に移行する形でブラッ
シュアップを図っている。

【富士市都市計画マスタープランにおける将来のまちの骨格図】 【富士市の公共交通網 概略図】

２23
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計画の概要計画の概要２

出典︓富士市地域公共交通計画／令和8年3月改定 P19-27

【基本理念】
公共交通を「社会的なインフラ（＝基盤）」

と位置づける。

【基本方針】
バランスのとれた都市交通体系を実現するため、

公共交通（＝動く公共施設）の充実を図る。

目標❶

地域の実情に応じた
多様な公共交通サービスの提供

‣公共交通事業者への支援
‣地域との協働路線の運行

など6つの施策

拠点・地域間の強固な連携
によるネットワークの形成

目標➋

‣交通バリアフリー化の取組み
‣乗り継ぎ割引券・共通回数券の発行

など6つの施策

目標❸

みんなで 支え・育て・守る
意識の啓発・仕組みの構築

‣モビリティ・マネジメント（MM）
の展開

‣市民・事業者・行政による利用促進
など6つの施策

将来を見据えた
新たな公共交通サービスの導入

目標❹

‣ＭａａＳの導入に向けた検討
‣新型輸送サービスの導入に向けた検討

など6つの施策

２24
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計画の概要計画の概要２

出典︓富士市地域公共交通計画／令和8年3月改定 P20-26

各目標ごとに数値目標を設定し、施策の進捗を図ります。

２25
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計画の概要計画の概要２

出典︓富士市地域公共交通計画／令和8年3月改定 P38

令和6年10月の「令和6年度第3回富士市公共交通協議会」において中間評
価を行い数値目標や施策の進捗状況について確認しました。
本計画は継続的な進捗管理を行い、ＰＤＣＡサイクルにより取組を展開し
ています。

２26
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３．現行計画の評価等３．現行計画の評価等

数値指標と目標達成に向けた施策

28/64
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策

 誰もが使える身近な「暮らしの足」とするため、「公共交通カバー面積」の増加を指
標としています。

 公共交通カバー面積は、令和7（2025）年度末では、計画策定時から882ha
増加しており、目標値まであと55haとなっています。

地域の実情に応じた多様な公共交通サービスの提供目標１
公共交通カバー面積数値指標①ー１

1）数値指標達成状況

３

算出方法︓鉄道（JR・岳南電車）＋ バス停（路線バス・コミュニティバス）300m圏域 ＋ デマンドタクシー運行圏域の面積

― 策を講じない場合 ― ― 目標値 ―

↓70ha減少 ↑882ha増加

2025

２28
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策

 地域の実情に応じた多様な公共交通サービスの提供の数値指標として地域内
フィーダー系統の平均収支率としています。

 地域内フィーダー系統の収支率はすべての路線で達成しています。

地域の実情に応じた多様な公共交通サービスの提供目標１
地域内フィーダー系統の収支率数値指標①ー2

1）数値指標達成状況

３

2022年度運行分（計画策定時）

民間事業者路線平均 62.8％

地域路線平均 32.3％

まちなか路線平均 26.3％

2025年度運行分（実績）

 82.6％

 34.3％

 28.6％

目標値

・・・・・・・・ 80.0％以上

・・・・・・・・ 33.3％以上

・・・・・・・・ 20.0％以上

算出方法︓運賃収入 ÷ 運行経費 × 100

２29
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策３

2）施策の実施状況
 施策1 路線バス・循環バスの運行内容の改善
→ひまわりバス（富士・吉原）の抜本的な見直し・改善（R4）
→ゆりかご線の見直し（R5）
→大渕線の見直し（R7）

 施策2 公共交通事業者への支援
→生活交通地域・基幹路線維持費補助金による支援継続
→循環バスひまわり運行事業費補助金による支援継続
→地方鉄道事業運営費補助金による支援継続

 施策3 共同運行・相互乗り入れの検討
→複数のバス事業者が乗り入れる重複路線の解消（R3.4︓興津線）
→路線バスからコミュニティ交通への移行検討

 施策4 まちなか（政策）路線の運行
→吉原・富士駅北地区コミュニティバス「うるおい」の継続運行
→まちなか循環バス「ぐるっとふじ（夜）」の継続運行

 施策5 地域との協働路線の運行
→松野地区デマンドタクシー「おぐるま」本格運行（R3.12〜）
→富士川地区デマンドタクシー「ふじかわ」実証運行（R4.10〜）及び本格運行（R6.10〜）

 施策6 運行効率・フレキシブル化の検討
→路線バスとの共存を前提とした運行範囲の拡大検討（R3.8:てんまーる）
→コロナ禍における1/3ルールに基づく地区負担の特例措置の実施（R2〜R4）

地域の実情に応じた多様な公共交通サービスの提供目標１

２30
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策

 集約・連携型のまちづくりを目指すため、公共交通を利用しやすい環境に居住す
る市民の割合である「公共交通の人口カバー率」を指標としています。

 公共交通の人口カバー率は、計画策定時から2.3パーセント増加しており、令和
7（2025）年度末時点では、目標値まで0.2％となっています。

拠点・地域間の強固な連携によるネットワークの形成目標2
公共交通の人口カバー率数値指標②

1）数値指標達成状況

３

算出方法︓公共交通カバー面積の人口 ÷ 市全域の人口

― 策を講じない場合 ― ― 目標値 ―

↓0.8%減少 ↑2.3%増加

２31
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策３

2）施策の実施状況
 施策7 交通結節点の機能強化・ハード整備
→富士駅北口駅前広場整備事業の着手（R7）
→JR新富士駅におけるバスのりば等案内表示改善（R6）
→「富士総合庁舎前」バス待合所の改修（R7）

 施策8 交通バリアフリー化の取組
→JR富士川駅バリアフリー化事業の着手（R6〜）
→JR東田子の浦駅における利用啓発横断幕のリニューアル（R6）

 施策9 サイクル＆ライド、サイクル＆バスライド環境の空間整備
→富士市サイクルステーション「ふじクル」開設（R3〜）
→道の駅富士川楽座におけるレンタサイクル事業（R4〜）
→新富士・富士駅間コネクトサイクル実証実験、サイクルトレイン実施ほか（R5）

 施策10 乗り継ぎ割引券・共通回数券の発行
→乗り継ぎ割引券の発行継続
→共通回数券の見直し（R6）

 施策11 観光拠点をつなぐバス路線の開設
→観光バス路線の検討
→観光スポットへの案内表示（R5〜）

 施策12 レンタサイクル・シェアサイクルとの連携強化
→富士山レンタサイクル事業の継続（富士山観光ビューロー）
→道の駅富士川楽座におけるレンタサイクル事業（R4〜）

拠点・地域間の強固な連携によるネットワークの形成目標2

出典︓富士駅北口周辺地区再整備情報サイト「富士駅北口リニューアル」

出典︓富士市サイクルステーション「ふじクル」HP

２32
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策

 「当事者意識」を持ち、自ら「乗って支える」ことで、「地域公共交通利用者数」を
指標としています。

 地域公共交通利用者数は、計画策定時から令和７（2025）年度末時点で
は1,204人減少しており、今年度末の目標達成は難しい状況です。

みんなで支え・育て・守る意識の啓発・仕組みの構築目標3
地域公共交通利用者数数値指標③ー１

1）数値指標達成状況

３

算出方法︓岳南電車・路線バス・コミュニティ交通の1日平均乗車人員（JRを除く）

― 策を講じない場合 ― ― 目標値 ―

5,838 5,575

0

5,000

10,000

2018
（計画策定時）

2026
（予測値）

（人）

↓263人減少 ↓1,204人減少

２33
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＜参考＞地域公共交通利用者数＜参考＞地域公共交通利用者数
 2020年に新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、人々の移動が制限され、

三密の回避を行うことで、人々を束ねて運ぶ移動手段である公共交通の利用者
が大きく減少しました。

 その後は緩やかな回復傾向にあるものの、コロナ前の利用者数にまで回復していま
せん。

現行計画
策定時の基準年度

新型コロナウイルス感染症
の流行により利用が減少

２34
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策

 公共交通を維持するための公的な負担の効果は測る指標として、「地域公共交
通の公的負担」を指標としています。

 公共交通の利用者が増えることで、運賃収入が増加することで一人当たりの公的
負担額が減少する＝公的な支援がより多くの人に利用されていることになります。

 地域公共交通の公的負担は、計画策定時から15円増加しており、目標達成は
難しい状況です。

みんなで支え・育て・守る意識の啓発・仕組みの構築目標3
地域公共交通の公的負担数値指標③ー2

1）数値指標達成状況

３

算出方法︓岳南電車・路線バス等に対する補助金及びコミュニティ交通の運行費用／利用者

2021年（計画策定時）

約146円

2024年（実績）

 約161円

目標値

・・・・・・・・・ 約136円

２35
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策３

2）施策の実施状況
 施策13 コミュニティ交通サポート制度の継続
→各地区サポート組織との連携継続
→コミュニティ交通サポート制度の継続

 施策14 地域公共交通活性化基金の導入
→各地区サポート組織の設立
→岳南電車への「ふるさと納税」制度の充実（R7)

 施策15 運転士確保に向けた支援
→運転手（乗務員）育成に係る公的支援の実施（R4）
→各種送迎バスの活用検討

 施策16 モビリティ・マネジメント（ ＭＭ ）の展開
→学校教育におけるモビリティ・マネジメントの実施（R4〜）
→市職員に対するモビリティ・マネジメントの実施（R5〜）
→市立高校の生徒に対するモビリティ・マネジメントの実施（R5）

 施策17 市民・事業者・行政による利用促進
→地方鉄道サミット・フェアの開催（R4、R8予定）
→広報ふじ・市ウェブサイト・SNS等による情報発信の継続

 施策18 高齢者のおでかけを念頭に置いた新たな移動支援サービスの導入
→伝法地区おでかけバスの実証運行（〜R5）
→自家用車を活用した移動支援サービスの検討
→免許返納者への公共交通回数券の配布継続

みんなで支え・育て・守る意識の啓発・仕組みの構築目標3

２36
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策

 スマートで使いがっての良い利用環境と利便性向上を図るため、ICカード等電子
決済対応（普及）率を数値目標としています。

 令和7（2025）年度末時点では、5.6パーセント増加しておりますが、達成に向
けてはデマンドタクシーや岳南電車等の電子決済への対応が必要となっています。

将来を見据えた新たな公共交通サービスの導入目標4
ICカード等電子決済対応（普及）率数値指標④

1）数値指標達成状況

３

算出方法︓電子決済対応路線数 ÷ 市内公共交通路線数（JR・一般タクシーを除く）

― 策を講じない場合 ― ― 目標値 ―
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→現状維持 ↑5.6％増加

２37
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策３

2）施策の実施状況
 施策19 交通系ICカードの導入検討
→コミュニティバスへのICカード導入（R4）
→「のるーと ふじ 」へのクレジットカード決済導入（R5）

 施策20 運賃・料金の柔軟化検討
→岳南電車１日フリー乗車券の販売継続
→小学生の長期休み限定の割引キャンペーンの実施

 施策21 バスロケーションシステム情報の利便性向上
→富士急バスロケの継続運用
→バスロケへのコミュニティバス運行状況掲載（R4.4）

 施策22 デマンドタクシー予約システムの 検討
→AIオンデマンド交通システムの導入（R5〜）
→AIオンデマンドバス「のるーとふじ」の運行（R5〜Ｒ7）

 施策23 MaaS（Mobility as a Service）の導入に向けた検討
→ふじMaaS推進協議会の設立・運営（R5〜）
→AIオンデマンドバス「のるーとふじ」とMaaSシステムの連携（R6〜）
→「ひまわりバス」のAIオンデマンド化（R6〜）

 施策24 新型輸送サービスの導入に向けた検討
→自動運転デモンストレーション走行（R5）
→自動運転バス公道実証運行（R6、R7、R8予定）
→富士市自動運転バス導入ロードマップの策定（R7）

将来を見据えた新たな公共交通サービスの導入目標4

出典 岳南電車HP

２38
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数値目標と目標達成に向けた施策数値目標と目標達成に向けた施策
 これまでに様々な施策を展開してきましたが、数値指標のうち、1つは目標を達成

し、公共交通カバー面積や人口カバー率は目標に近い水準まで達しています。
 目標値の中には、今年度末の計画期間満了時の達成が難しいものがあることから、

次期計画においては、目標達成に向けたさらなる施策の展開が必要です。
■数値目標の達成状況一覧

実績目標値策を講じない場合計画策定時数値指標目標

10,717ha（2025）10,772ha9,765ha9,835ha公共交通カバー面積
目標①
地域の実情に応じ
た多様な公共交通
サービスの提供

【民間事業者路線平均】
82.6%（2025）

【地域路線平均】
34.3%（2025）

【まちなか路線平均】
28.6%（2025）

【民間事業者路線平均】
80%以上

【地域路線平均】
33.3%以上

【まちなか路線平均】
20%以上

―

【民間事業者路線平均】
62.8%

【地域路線平均】
32.3%

【まちなか路線平均】
26.3%

地域内フィーダー系統の収支
率

83.2%（2025）83.4%80.1％80.９％公共交通の人口カバー率
目標②
拠点・地域間の強
固な連携によるネッ
トワークの形成

4,634人（2025）6,104人5,575人5,838人地域公共交通利用者数目標③
みんなで支え・育
て・守る意識の啓
発・仕組みの構築 約161円（2024）約136円―約146円地域公共交通の公的負担

72.3%(2025）100%66.7％66.7％ICカード等電子決済対応
（普及）率

目標④
将来を見据えた新
たな公共交通サー
ビスの導入

３ ２39

【令和７（2025）年度末時点】
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４．現状診断４．現状診断

地域交通の現状把握 市民意向調査結果
現状診断のとりまとめ
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41/56

 人口はH22（2010）年をピークに減少傾向、R27（2045）年には18.3万
人（183,328）人まで減少する見込み

 R27（2045）年の高齢化率は、15歳未満の約4倍の40.7％まで上昇する見
込み

≪ 人口 ≫ ≪ 高齢化率等 ≫
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出典︓【推移】 国勢調査（H12〜R2） 【推計】 国立社会保障・人口問題研究所

４ ２41
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 全国の多くの地方都市と同様に、マイカーの普及や人口減少によって、公共交通

の利用者数は年々、減少しています。

４

市民の移動手段の7割が自家用車
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64.9%

78.3%

45.1%

0.5%

2.9%

2.2%

1.6%

0.5%

2.7%

2.7%

5.6%

2.2%

4.2%

1.7%

16.5%

0% 50% 100%

富士市
H27（2015）

静岡市
H24（2012）

浜松市
H19（2007）

沼津市
H27（2015）

富士宮市
H27（2015）

全国
H27（2015）

徒歩 自転車 自動二輪車 自動車 バス 鉄道

他市に比べて自動車分担率が高い

２42
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 全国の多くの地方都市と同様に、マイカーの普及や人口減少によって、路線バス

の系統数や公共交通の利用者数は年々、減少しています。

４

路線バス系統数が約40年間で7割減 路線バス利用者は約40年間で10分の1に

0

40

80

120

160

200

路線バス系統数推移 ≪ 岳南電車と路線バス利用者数 ≫

出典︓富士市統計書

2,208 2,289 2,362 2,373 2,226 
1,720 1,906 1,964 

2,023 
2,030 

3,531 3,430 3,215 3,127 2,917 
2,157 2,184 2,328 

2,343 
2,375 

0

2,000

4,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

岳南電車 路線バス

（人／日）

≪ コミュニティ交通利用者数 ≫

305 291 298 294 309 314 283 
198 211 216 240 245 

10 13 22 21 21 25 27 22 22 27 35 37 

0

200

400

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

コミュニティバス デマンドタクシー

（人／日）

２43
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 高齢化に伴い免許返納者数が増加しているとともに、コミュニティバスやデマンドタク

シーなどの市自主運行委託料は年々増加しています。

４

高齢化に伴い免許返納者は約10年で3倍 市自主運行の委託料はコロナ前の約２倍
出典︓富士市統計書

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

市自主運行委託料推移

0

200

400

600

800

1000

1200

1400
免許返納者数（富士市内）（人）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

H17 H22 H27 R2 R4 R9 R14

高齢化率の推移

15歳未満

65歳以上

（％）

２44
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 AIオンデマンド交通の利用状況ですが、令和5年度の導入後からは増加傾向と

なっています。
 利用者の予約方法は、約半数が「電話予約」をしている状況となっています。

４ ２45
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 各種データを活用し、人口や施設立地など地域の現状を把握しました。
 人口集積地と主要施設の立地は、概ね一致しています。

４

■地域特性の把握

出典:令和2年国勢調査
国土数値情報 （市町村役場等及び公的集会施設データ（市役所、支所、出張所、まちづくりセンター）※R4時点、学校 （高等学校、短期大学、大学）※R5時点、医療機関 ※R2時点、
文化施設（博物館、美術館、その他）※H25時点

富士市富士宮市

沼津市

静岡市

国土地理院地図

富士宮市役所

富士市役所

総人口
0 - 10
10 - 25
25 - 50
50 - 100
100 – 200
200 – 500
500 -

市役所
支所・まちづくりセンター
学校（高等学校、短期大学、大学）
第二次医療機関
※第三次医療機関は区域内になし
博物館、図書館
その他（体育館、スポーツ施設、プール、

広場 等）

富士IC

新富士IC

富士駅

新富士駅

２46

23



47/64

地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 各種データを活用し、人口と都市拠点の分布状況を整理しました。
 人口集積地と「都市生活・交流拠点」「地域生活拠点」は概ね一致しています。

４

■地域特性の把握

出典:第三次富士市都市計画マスタープラン（R6.3）、令和2年国勢調査

富士市富士宮市

沼津市

静岡市

国土地理院地図

総人口
0 - 10
10 - 25
25 - 50
50 - 100
100 – 200
200 – 500
500 -

広域都市交流拠点
（広域都市間の交流を促進する拠点）
都市生活・交流拠点
（市民や来街者が集まり、交流し、文化・情報の発信を
行う拠点）

ふれあい交流拠点
（交流・レクリエーション・観光の拠点）

地域生活拠点
（地域生活を支えるサービス提供の場）

まちなか
（市内外の多くの人で賑わう、魅力ある都市空間が連続
した一団の市街地）

産業拠点
（産業活動の中心地・雇用を創出する拠点）

富士IC

新富士IC

富士駅

新富士駅

２47
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 立地適正化計画と人口の分布状況を整理しました。
 人口集積地と居住誘導区域は概ね一致しています。

４

■地域特性の把握

出典:富士市の都市計画2024（R6.9）、令和2年国勢調査

富士市富士宮市

沼津市

静岡市

国土地理院地図

総人口
0 - 10
10 - 25
25 - 50
50 - 100
100 – 200
200 – 500
500 -

都市機能誘導区域
（商業・医療・公共施設等の都市機能を公共交通の充
実した都市拠点や生活拠点に誘導・集約し、各拠点の
賑わいや、利便性向上を図る区域）
居住誘導区域
（人口減少下においても、一定の人口密度を維持し、
利便性の高い公共交通と生活利便施設の立地を維持
する区域）

ゆとりある低層住宅区域
（閑静でゆとりある低層住宅の専用地に特化した区域）

住宅店舗共存区域
（住宅と一定規模の店舗が共存する比較的利便性が
高い生活環境を形成する区域 ）

富士IC

新富士IC

富士駅

新富士駅

２48
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 路線バス等の公共交通サービスの供給状況を整理しました。
 人口集積地の多くは、概ねバス路線等によってカバーされています。

４

■交通状況の把握

出典 令和2年国勢調査（人口） 国土数値情報・バス停（令和4年）富士市提供・バス路線（令和4年）

富士市

富士宮市

沼津市

静岡市

国土地理院地図

総人口
0 - 10
10 - 25
25 - 50
50 - 100
100 – 200
200 – 500
500 -

バス停
バス路線

市役所
支所・まちづくりセンター
学校（高等学校、短期大学、大学）
第二次医療機関
※第三次医療機関は区域内になし
博物館、図書館
その他（体育館、スポーツ施設、プール、

広場 等）

出典:令和2年国勢調査、富士市バスなび第17版（R8.4）、
国土数値情報 （市町村役場等及び公的集会施設データ（市役所、支所、出張所、まちづくりセンター）※R4時点、学校 （高等学校、短期大学、大学）※R5時点、医療機関 ※R2時点、

文化施設（博物館、美術館、その他）※H25時点）

富士市役所

富士宮市役所

新富士IC

富士駅

富士IC

新富士駅

２49
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地域交通の現状把握地域交通の現状把握
 人口集積地と公共交通カバーエリアを重ね合わせ、交通空白の実態を把握しまし

た。
 公共交通の人口カバー率は83.2％ですが、一部、交通空白地が存在しています。

４

■交通空白地

２50

富士市

富士宮市

沼津市

静岡市

国土地理院地図

総人口
0 - 10
10 - 25
25 - 50
50 - 100
100 – 200
200 – 500
500 -

公共交通サービス圏
（鉄道駅・バス停の300mバッファ, 
デマンドタクシー・デマンドバスの運行
範囲）

バス停
バス路線
鉄道駅
鉄道路線

市役所
支所・まちづくりセンター
学校（高等学校、短期大学、大学）
第二次医療機関
※第三次医療機関は区域内になし
博物館、図書館
その他（体育館、スポーツ施設、プール、

広場 等）

新富士IC

富士駅

富士IC

新富士駅

出典:令和2年国勢調査、富士市バスなび第17版（R8.4） ※R8.5のAIオンデマンドバス再編（「のるーとひまわり」に「のるーとふじ」を統合）及びR8.11から実証運行を開始する鷹岡地区デマンドタクシーさくらの運行区域を反映
国土数値情報 （市町村役場等及び公的集会施設データ（市役所、支所、出張所、まちづくりセンター）※R4時点、学校 （高等学校、短期大学、大学）※R5時点、医療機関 ※R2時点、

文化施設（博物館、美術館、その他）※H25時点）
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市民意向調査結果市民意向調査結果４
■調査の概要

公共交通に関する政策課題や生活レベルの課
題、また市民が望む公共交通施策等に関する
意向等を把握するために実施

目的

富士市在住の15歳以上を対象に、3,000名を
無作為抽出対象

Webによる回答
※紙面回答の希望者は郵送による配布・回収

調査方法

令和8年7月17日〜令和8年7月31日調査期間

3,000 票配布数

720票有効回収数

24.0％有効回収率

２51

52/64

市民意向調査結果市民意向調査結果
■アンケート依頼文・Web回答フォーム

４

ｃｃｃ

２52
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市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅰ1〜3．年代・性別・地域別の回収状況

４

10代・20代

9%
30代

11%

40代

16%

50代

28%

60代

20%

70代以上

16%

年代

n=720

 年代、性別、地区別の回答に概ね偏りのない回答となっています。
○南部ブロック︓富士駅北、富士北、富士駅南、田子浦、富士南 ○中部ブロック︓吉原、伝法、今泉、青葉台
○東部ブロック︓吉永、元吉原、須津、浮島、原田 ○西部ブロック︓岩松、岩松北、富士川、松野
○北部ブロック︓富士見台、神戸、吉永北、大淵 ○北西部ブロック︓鷹岡、広見、天間、丘

男性

45%

女性

52%

回答しない

3%

性別

n=720

南部

21%

中部

16%
東部

18%西部

13%

北部

14%

北西部

16%

わからない

2%

地区

n=720

２53
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市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅰ5．運転免許の保有状況

４

 回答者の約93％以上が運転免許を保有しています。
○南部ブロック︓富士駅北、富士北、富士駅南、田子浦、富士南 ○中部ブロック︓吉原、伝法、今泉、青葉台
○東部ブロック︓吉永、元吉原、須津、浮島、原田 ○西部ブロック︓岩松、岩松北、富士川、松野
○北部ブロック︓富士見台、神戸、吉永北、大淵 ○北西部ブロック︓鷹岡、広見、天間、丘

93.5%

92.0%

91.0%

93.5%

93.9%

91.6%

91.7%

92.5%

0.8%

1.7%

0.4%

3.3%

1.8%

0.8%

1.1%

4.0%

4.2%

8.3%

2.6%

3.3%

6.3%

7.5%

5.4%

2.0%

2.5%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

南部

(n=153)

中部

(n=112)

東部

(n=133)

西部

(n=92)

北部

(n=99)

北西部

(n=119)

わからない

(n=12)

地区計

(n=720)

運転免許の保有

普通自動車の免許を持っている 普通自動車はないが、バイク・原付の免許であれば持っている

以前は免許を持っていたが返納した・失効して今はない 運転免許を取得したことがない

（無回答除く）

２54
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市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅱ14 日常の生活で重要な移動で利用する主な交通手段

４

32.6%

85.3%

89.9%

85.9%

70.5%

18.1%

4.1%

3.3%

6.6%

13.0%

3.7%

1.3%

0.5%

0.9%

2.8%

0.5%

0.2%

2.1%

17.2%

2.5%

2.3%

0.4%

3.6%

13.0%

4.1%

1.7%

2.9%

3.9%

14.9%

2.6%

2.2%

3.1%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10代・20代(n=64)

30代・40代(n=195)

50代(n=201)

60代(n=142)

70代以上(n=118)

年代別交通手段

自家用車（自分で運転） 家族などの送迎 バス タクシー 自転車 徒歩 その他

 日常生活の重要な移動では、30代以上の多くは「自家用車（自分で運転）」
で移動しており、自動車への依存が高い状況となっています。

 10代・20代、70代以上では「家族などの送迎」が多くなっています。

自動車依存
が高い

２55
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市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅱ9．11．日常の生活で重要な移動目的と移動頻度（平日）

４
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送迎

その他

79%

13%
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16%

25%

26%

21%

68%
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31%

56%

38%
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15%
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44%
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26%
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25%

9%

25%
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通勤(n=52)

通学(n=0)

買物(n=106)

通院(n=89)

用足し・手続き(n=32)

遊び・外食(n=9)

送迎(n=8)

その他(n=19)

週4日以上 週1～3日 月1～3日程度 年数日程度 外出しない
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18%

62%

38%
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15%

41%
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34%
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0%
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52%

12%
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10%

0%

21%
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1%

3%
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通学(n=34)

買物(n=185)
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用足し・手続き(n=29)
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送迎(n=61)

その他(n=21)
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435
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0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

通勤

通学

買物

通院

用足し・手続き
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 非高齢者の主要な移動目的は通勤で、通勤の多くは週4日以上となっています。
 高齢者の主要な移動目的は週1〜3日の買物と、月1〜3日の通院です。

【非高齢者（65歳未満）】 【高齢者（65歳以上）】

２56
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市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅱ12．13．主な目的先施設に到着したい時刻・主な目的先施設から出発したい時刻

４
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 非高齢者は、朝に目的先施設に到着し、夕方に帰宅しています。
 高齢者の移動は主に午前中が多く、午後の外出は少なくなっています。

【非高齢者（65歳未満）】 【高齢者（65歳以上）】

２57

58/64

市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅲ16．公共交通の利用状況
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①路線バス（富士急静岡バス）

②まちなか循環バス（ぐるっとふじ）

③コミュニティバス（しおかぜ、みなバス等）

④デマンドタクシー（おぐるま、おかタク等）

⑤AIオンデマンドバス（のるーとひまわり）

⑥東海道新幹線（JR東海）

⑦東海道本線（JR東海）

⑧岳南電車

⑨一般タクシー

週4日以上 週1～3日 月1～3日程度 年数日程度 利用しない 利用できない

n=541n=541
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

①路線バス（富士急静岡バス）

②まちなか循環バス（ぐるっとふじ）

③コミュニティバス（しおかぜ、みなバス等）

④デマンドタクシー（おぐるま、おかタク等）

⑤AIオンデマンドバス（のるーとひまわり）

⑥東海道新幹線（JR東海）

⑦東海道本線（JR東海）

⑧岳南電車

⑨一般タクシー

週4日以上 週1～3日 月1～3日程度 年数日程度 利用しない 利用できない

n=179

 公共交通の利用は、東海道本線や東海道新幹線などの電車の利用があり、
次いで一般タクシーや岳南電車、路線バスの利用がある状況です。

 まちなか循環バスやコミュニティバス、デマンドタクシー、AIオンデマンドバスを利用す
る方は少ない状況となっています。

【非高齢者（65歳未満）】 【高齢者（65歳以上）】

２58

29



59/64

市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅲ17．公共交通の利便性への評価
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①路線バス（富士急静岡バス）(n=177)

②まちなか循環バス（ぐるっとふじ）(n=77)

③コミュニティバス（しおかぜ、みなバス等）(n=63)

④デマンドタクシー（おぐるま、おかタク等）(n=42)

⑤AIオンデマンドバス（のるーとひまわり）(n=43)

⑥東海道新幹線（JR東海）(n=421)

⑦東海道本線（JR東海）(n=414)

⑧岳南電車(n=160)

⑨一般タクシー(n=258)

不満 やや不満 普通 やや満足 満足
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①路線バス（富士急静岡バス）(n=57)

②まちなか循環バス（ぐるっとふじ）(n=24)

③コミュニティバス（しおかぜ、みなバス等）(n=24)

④デマンドタクシー（おぐるま、おかタク等）(n=13)

⑤AIオンデマンドバス（のるーとひまわり）(n=12)

⑥東海道新幹線（JR東海）(n=118)

⑦東海道本線（JR東海）(n=112)

⑧岳南電車(n=45)

⑨一般タクシー(n=94)

不満 やや不満 普通 やや満足 満足

 鉄道やタクシーに対する評価の傾向は、高齢者と非高齢者の間で大きな差はあ
りませんが、高齢者はコミュニティ交通に対する不満が高くなっています。

※Ⅲ39．で、各公共交通を利用すると回答した人のみ回答

【非高齢者（65歳未満）】 【高齢者（65歳以上）】

２59
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87%

52%

13%

52%

39%

10% 10%

58%

13%

51%

39%

22%

47%
41%

8%
16%

68%

24%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

不満回答者（高齢者） 不満回答者以外（高齢者）

バス交通に対する不満な理由バス交通に対する不満な理由
 高齢者のうち、バス交通に対して不満と回答している人は、不満と回答していない

人（利用しない人を除く）と比べて、「運行本数の多さ」を重要視しています。その
ため、公共交通に対する不満な理由は、「運行本数の少なさ」だと考えられます。

【参考】

不満と回答した人は
運行本数の多さを特に重要視

n=64

不満と回答した高齢者 不満と回答しなかった高齢者

２60
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市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅲ19．公共交通において、重要だと思う要素
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運行本数の多さ

自宅や目的地のすぐ近くで乗り降りできる

乗り継ぎのしやすさ

運行時間帯

運賃の安さ

情報の分かりやすさ

時間通りの運行

車両の快適性

バリアフリー

その他

公共交通において重要だと思う要素

（複数回答）

n=720

 公共交通において、重要だと思う要素として、「運行本数の多さ」が多く、次いで
「自宅や目的地のすぐ近くで乗り降りできる」となっています。

 運行内容の充実や、利便性向上に関する要素が上位となっています。

２61

62/64

市民意向調査結果市民意向調査結果
■Ⅳ20．公共交通を維持するために、ご自身や地域で取り組んでも良いと思うこと

４

45%

25%

16%

15%

39%

8%

公共交通を積極的に利用する

地域で公共交通を活用したイベントなど

の利用促進策を実施する

地域でコミュニティ交通について話し合う

機会を設ける

コミュニティ交通について、地域住民や

自治会等が協賛金や寄付等で支える

コミュニティ交通について、地域企業の

協賛金や広告費等を募り、収入を増や

す

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50%

公共交通を維持するために、ご自身や地域で取り組んでも良いと思うこと

n=720 （複数回答）

 「公共交通を積極的に利用する」が最も多く、次いで「コミュニティ交通について、
地域企業の協賛金や広告費等を募り、収入を増やす」が多くなっています。

２62
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市民意向調査結果市民意向調査結果４
■Ⅳ21．公共交通を維持していくことについて、あなたの考えに最も近いもの

現在より大きく費用

をかけて、さらに便

利な公共交通を目

指すべき

27%

現在より費用をかけて、

今の公共交通を維持す

るべき

22%

公共交通サービスが縮小し

ても、現在と同程度の費用

負担にとどめるべき

12%

公共交通サービスが

大きく縮小しても、費

用負担は減らすべき

7%

わからない

32%

公共交通維持のための費用負担

n=720

 現在より費用をかけて、「さらに便利な公共交通を目指すべき」または「今の公共
交通を維持するべき」という意見が、回答者の約半数を占めています。

 公共交通への公費負担をすることへの一定の理解があると考えます。

公共交通の維持・充実の
ために費用負担をかけることに
ついての理解は比較的高い！

２63
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５．課題の抽出５．課題の抽出

地域公共交通の課題の見直し
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地域公共交通の課題の見直し地域公共交通の課題の見直し５
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課題①
既存の公共交通サービスのほか、
新たな仕組のサービスを活かして、
移動手段が限られる高齢者・若年
層をはじめ、市民の身近な「暮らし
の足」 を将来にわたって確保するこ
と。

現状①-1
• 本市では、公共交通の利用促進に向けたイ

ベントやPR等を実施してきたが、公共交通利
用者数は、コロナ禍に大きく減少し、その後や
や増加したが、近年は横ばいとなっている。

問題①-1
• 今後の人口減少を勘案すると、今後は公共交

通利用者数が減少に転じる恐れがあり、既存の
サービス維持が困難となることが危惧される。

現状①-2
• 移動特性は年代で異なっており、特に公共交

通が必要な世代は、若年層と高齢者となって
いる。

問題①-2
• 移動特性は年代で異なり、特に公共交通が必

要な年代は若年層と高齢者で二極化している
ため、年代を意識した取り組みが求められる。

■身近な「暮らしの足」の確保

公共交通利用者数の推移（現状①-1） 年代別の公共交通を必要とする人の割合（現状①-2）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

交通不便者 非不便者

n=635

近年の利用者数は横ばい
公共交通を必要とする人は
20歳以下、75歳以上に多い

２65
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地域公共交通の課題の見直し地域公共交通の課題の見直し５

課題②
拠点・地域間を繋ぐ公共交通ネット
ワークを活性化させるとともに、市民
ニーズを踏まえた公共交通の改善を
図り、公共交通サービスを充実させる
こと。

現状②-1
• 公共交通カバーエリアの人口が、

全人口の80%以上に達している。
問題②

• 公共交通空白地が徐々に解消されてい
るが、「運行本数の多さ」や」「乗り継ぎの
しやすさ」を重要だとする意見が多いため、
それらの要素に対応しているか確認し、
改善を図る必要がある。

現状②-2
• 市民の公共交通の利便性に関する評価は、

満足度が低く、運行本数の多さや乗り継ぎ
のしやすさを重要な要素だとする意見が多い。

■市民ニーズを踏まえた公共交通の改善

公共交通カバーエリア（現状②-1） 公共交通において重要だと思う要素（現状②-2）

総人口
0 - 10
10 - 25
25 - 50
50 - 100
100 – 200
200 – 500
500 -

公共交通サービス圏
（鉄道駅・バス停の300mバッファ, 
デマンドタクシー・デマンドバスの運行
範囲）

バス停
バス路線
鉄道駅
鉄道路線

市役所
支所・まちづくりセンター
学校（高等学校、短期大学、大学）
第二次医療機関
※第三次医療器機関は区域内になし
博物館、図書館
その他（体育館、スポーツ施設、プール、

広場 等）

人口集積地は
概ね公共交通がカバーしている

「運行本数の多さ」や「乗り継ぎのしやすさ」
を重要だとする意見が多い

２66
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運行本数の多さ

自宅や目的地のすぐ近くで乗り降り…

乗り継ぎのしやすさ

運行時間帯

運賃の安さ

情報の分かりやすさ

時間通りの運行

車両の快適性

バリアフリー

その他

公共交通において重要だと思う要素

（複数回答）

n=720
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地域公共交通の課題の見直し地域公共交通の課題の見直し５

課題③
市民・事業者・行政が皆当事者意識
を持ち、一人ひとりの意識改革・行動
変容により、公共交通を利用し、自ら
乗って支え、地域社会に貢献すること。

現状③
• 富士市民の移動手段は、依然と

して自動車に強く依存している。

問題③
• 地域公共交通の維持に向け、市民の公共交通の

積極的な利用が進まなければ、撤退する恐れがある。
• カーボンニュートラルの観点からも、自動車から公共

交通への転換が必要である。

■一人ひとりの意識改革・行動変容

年代別交通手段（現状③）

32.3%

85.6%

89.8%

87.7%

73.0%

19.0%

4.3%

3.3%

6.8%

11.4%

3.6%

1.4%

0.5%

0.3%

3.3%

0.5%

0.2%

1.8%

17.9%

2.5%

2.2%

0.3%

2.4%

11.3%

3.6%

1.6%

3.0%

3.9%

15.4%

2.5%

2.4%

2.0%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

10代・20代(n=57)

30代・40代(n=175)

50代(n=174)

60代(n=125)

70代以上(n=104)

自家用車（自分で運転） 家族などの送迎 バス タクシー 自転車 徒歩 その他

市民の多くは、自家用車や家族の送迎による移
動が多く、自動車への依存が大きくなっている

２67
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地域公共交通の課題の見直し地域公共交通の課題の見直し５

現状④-1
• AIオンデマンド交通など、スマートで使い勝

手の良いシステム環境が広まりつつある。

問題④-1
• 利用者の多くが高齢者であるが、アプリ・

LINEからの予約率の向上を図る必要が
ある。

■デジタル技術を活用による利用環境と利便性の向上

出典︓富士急バスロケHP

富士急バスロケ
二次元コード

バスロケーションシステム情報

課題④
デジタル技術を活用して、よりスマート
で効率的な公共交通システムを導入
し、さらなる利用環境と利便性の向上
を図ること。

運行状況について
リアルタイム情報提供

２68

問題④-2
• バスロケや電子決済導入が進んでいるが、

よりスマートな交通環境を実現するために
は、自動運転やMaaS等の実装も必要
である。

現状④-2
• 国では、デジタル技術を実装する交通DXの

取組が推進されている。

アプリ・LINEからの予約が半数程度
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地域公共交通の課題の見直し地域公共交通の課題の見直し
 現状診断の結果を踏まえて、地域公共交通の課題を見直す。

５

課題①
既存の公共交通サービスのほか、新たな
仕組のサービスを活かして、移動手段が
限られる高齢者・若年層をはじめ、市民の
身近な「暮らしの足」 を将来にわたって確
保すること。

課題②
拠点・地域間を繋ぐ公共交通ネットワー
クを活性化させるとともに、市民ニーズを
踏まえた公共交通の改善を図り、公共
交通サービスを充実させること。

課題③
市民・事業者・行政が皆当事者意識
を持ち、一人ひとりの意識改革・行動
変容により、公共交通を利用し、自ら
乗って支え、地域社会に貢献すること。

課題④
デジタル技術を活用して、よりスマート
で効率的な公共交通システムを導入
し、さらなる利用環境と利便性の向上
を図ること。

課題

・公共交通利用者数の推移は、コロ
ナ禍以降は、増加傾向にあったもの
の、近年は横ばいの傾向となってい
る。
・特に公共交通が必要な世代は、若
年層と高齢者である。

現状診断

・公共交通人口カバー率は、80％
以上に達している。
・市民の公共交通の利便性に関する
評価は、満足度が低く、一部の路線
では不満の割合が最も高くなっている。

・富士市民の移動手段は、依然とし
て自動車に強く依存している。

・AIオンデマンド交通など、スマートで
使い勝手の良いシステム環境が広ま
りつつある。
・国では、デジタル技術を実装する交
通DXの取組が推進されている。

問題

• 今後の人口減少を勘案すると、今後は公共交通利
用者数が減少に転じる恐れがあり、既存のサービス
維持が困難となることが危惧される。

• 移動特性は年代で異なり、特に公共交通が必要な
年代は高齢者と若年層で二極化しているため、年
代を意識した取り組みが求められる。

• 公共交通空白地が徐々に解消されているが、「運
行本数の多さ」や」「乗り継ぎのしやすさ」を重要だと
する意見が多いため、それらの要素に対応しているか
確認し、改善を図る必要がある。

• 市民の公共交通の積極的な利用が進まなければ、
路線を撤退する恐れがある。

• カーボンニュートラルの観点からも、自動車から公共
交通への転換が必要である。

• 利用者の多くが高齢者であるが、アプリ・LINEからの
予約率の向上を図る必要がある。

• スマートな交通環境をより実現するためには、国も
推進する自動運転やMaaS等の実装が必要である。
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今後のスケジュール今後のスケジュール６

令和9年度令和8年度

4月〜3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月

策定作業

パブリック
コメント

公共交通
協議会

R8.5.28(木)
第1回会議

R8.8.31(月)
第2回会議

R8.10.16(金)
第3回会議

R9.1.25(月)
第4回会議

運用

パブコメ案
確定

・パブリックコメント
の実施内容

・改定概要 ・現行の評価
・課題の確認

・施策、数値目標見直し
・改訂内容

・現状診断
ー市民意向調査
ー地域交通の課題
の洗い出し等

・施策の設定
・KPI・目標値の検証

設定
・改定素案の作成

・改定（案）作成
・パブリックコメント

の反映

・R9.1.4〜R9.2.4
パブコメ実施

【本日】

運輸局
協議

２71
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